
経営課題の解決や新規事業への挑戦に向けたIT導入・利活用について、課題の整理から具体的な解決方法の模索、検討
まで専門家が継続して無料サポート（対面またはオンライン)
●新規顧客開拓のため、ホームページをリニューアルしたい
●生産管理の方法やツールを見直し業務の効率化を図りたい

●環境の変化に合わせて、ITを活用したビジネスモデルに転換したい
など

●課題が具体化していない場合はITの専門家と話すことで問題点等を整理
●「IT戦略ナビ」を活用し、課題を「見える化」
●具体的なIT戦略の方針やツールについてアドバイス

IT利活用や導入について気軽に相談できる無料オンライン面談サービス

中小企業の経営支援に取り組む金融機関や
商工会・商工会議所など、支援機関の皆様も利用可能

●事例を検索できる「事例ナビ」
●経営を見える化「ローカルベンチマーク」（会員限定）

●支援機関からの補助金活用事例紹介「支援機関とともに」
●各種経営相談窓口紹介

各種支援情報を掲載

●中小企業の情報セキュリティ対策ガイドライン
●サイバーセキュリティお助け隊サービス

●セキュリティ対策自己宣言 SECURITY ACTION
●自社診断ツール、学習教材、相談窓口　など

みやぎ ICTポータルサイト探すつながる

●今回ご紹介した制度を含め各種情報を随時掲載予定
●キーワードや条件で県内IT企業を検索可能
●支援施策紹介動画も掲載中

様々なお悩みに対し、各種支援をご紹介いたします

●経営相談を無料で受付（対面またはオンライン）
●コーディネーター（専門家）が継続的にサポート

●販売促進・WEB活用・デザイン・飲食関連・人材採用・資金繰りに強み
●経営・ビジネスに役立つセミナーも開催

中小企業の皆様が情報セキュリティ対策に取り組むために活用いただきたいガイドや手引き、施策などをご紹介
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※掲載している事業予定は変更となる可能性があります。R7年度の事業内容は事業HPを随時ご確認ください。

仙台市内の中小企業者が、生産性向上による収益拡大を支援するため、専門家によるコンサルティングと業務効率化を図る取組
の経費の一部の補助金を支給します。

デジタル化・DXに精通した専門家が訪問し、３つのステップで伴走支援をいたします。

公式サイト  : https://www.tokeiren-bc.jp/menu2.html#menu2-04

2025
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（参考）令和６年度教材

・次年度以降のDX推進に向け、経営課題整理から具体的な解決策など取りまとめたDX推進プランの策定と実行を専門家が支援します。
・プログラム参加企業のニーズに基づき、ICTベンダー等への繋ぎこみをサポートします。

DXの担い手として持つべきスキルを習得したい社会人・学生向け（デジタル初心者/経験者問わず参加できます）
企業におけるDX推進のプロセスの学習と志を同じくする幅広いデジタル人材とのつながりの構築に向けた
①企業データに基づく実践的なケーススタディ教育プログラム（PBL）
②地域の中小企業との協働による、デジタル技術を活用した課題解決型プログラムを実施します。

・DXで現場の課題を解決する一連のプロセスを一気通貫で学習
・企業の実課題・実データに基づくケーススタディ教材からDXを疑似体験（AIによる需要予測やデータ分析による収益改善等）
・受講生が情報交換して学び合い・教え合いながら、実際の企業課題をテーマに課題解決を体験
・全プログラムがオンライン、個人で取り組めるため、都合の良い時間で受講可能

デジタルによる生産性の向上、魅力的で成長力のあるデジタルビジネスを創出する力を身に付けたい企業向け
課外実習も含め実務に即した学習プログラムを実施します。

企画系の業務に不可欠な基礎素養を学びます。

生産性向上や業務効率化などの現状業務の
改善を主眼としたＤＸ推進の考え方とスキル
を学びます。

DXの〝X″を本来の〝変革″の意味で捉えた際の〝ビジ
ネスモデル変革″について、事業内容の企画から事
業化までのプロセスを体系的/実践的に学びます。
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経営課題の解決に取り組む中小企業・小規模事業者を対象に豊富な経験と実績を持つ専門家を一定期間
派遣し、アドバイスを実施します。主体的に取り組んでいただくことで、支援終了後も自立的・持続的に
成長可能な仕組みづくりをサポートします。

R7年度の情報は、仙台市HPより随時更新いたします。

・市内の中小企業を対象に、デジタル技術を活用した業務改革や経営改善を支援する事業です。
・専門コンサルタントが課題分析から目標設定、解決まで伴走支援を行い、生産性向上のモデル事例を創出して波及を目指します。
・支援内容には現状診断、DX計画策定、ツール導入支援、効果測定が含まれ、IT活用による成長と競争力向上をサポートします。
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